
医療安全  医療計画  

1．都道府県を通じた情報開示制度 関係 （都道府県からのヒアリング等）  新たな医師確保策  7－8月  

（情報開示等検討会における検討）   

＜検討内容＞  

・報告情報の範囲  
・報告、公表の方法等  

医政主管課長会議により施行に向けた詳細な実の提示  秋（10月頃）  

（基本方針案の提示）  

政省令等  t再教育命令に伴う弁明の聴取に係る手続案  （パブリックコメント〔情報開示関係〕）  

2．広告規制関係【秋以降】  
（情報開示等検討会における検討）  

＜検討内容＞  

・医療の内容や医療の提供の結果  
等に関する事項であって広告可能と  
するもの  

・再教育研修の概要案  

（パブリックコメント〔広告規制関係〕）  

（基本方針）  

施行（1月）  

する省令に  
つき、解釈通  
知及び関係  
団体等に対  
する協力依  
頼通知を発  
出  

・再教育研修の概要の通知  
①再教育命令に伴う弁明の聴取に係る手続  
②再教育研修の概要（期間、テキスト項目、指導者資格、修了通  
知の手続等）  

・戒告等の導入に伴う行政処分の基準等のパブリックコメント  

施行（4月）※  4月  

、※看護職良一薬剤師は20年4月  

明等の聴取依  
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※主な政省令等事項については、別紙に記載   



紙  

主な政省令等事項  
【医師確保】  【臨床修練制度】  

臨床修練の具体的手続  
（政令）  

▲手数料  
（省令）  

t指定病院の指定  

・臨床修練の申請  
t申請書の様式 等  

（省令）  

・医療対策協議会に参画する関係者について規定  

【医療計画】  

（政令）  

・基準病床数制度の特例的扱いとなるが場合であって大臣協議が不要となる場合を想定。（公的病院と  

民間病院の統廃合）  

（省令）  

・医療連携体制を構築すべき疾病の範囲  
（告示）  

t基本方針  

【助産所等】  

（省令） ・嘱託医師及び連携医療機関の条件  

【医療法人】  【情報開示等】  
（政令）  

・社会医療法人の言急定手続きの整備。  
・社会医療法人備に係る技術的読替規定の整備。  
・国、地方公共団体以外で、医療法人の残余財産の帰属すべき者の範囲。  
（省令）  

・医療法人が毎年作成・提出すべき書類。  
・自己資本比率の見直し  
・社会医療法人の役員一社員・評議員に3分の1以上含まれてはならない、特殊の関係のある者の範臥  
・社会医療法人の公的な要件。  
・公認会計士又は監査法人の監査を受けるべき社会医療法人の規模。  
・社会医療法人債の発行に関する規定。  
（告示）  

・医療法人が行うことができる社会福祉事業の範囲  
■社会福祉医療法人の承認の基準としての救急医療専権保事業に係る①病院等の設備構造②業務の実施体制  
③事業の実績  

府 県を通じた情報開示制度関係  1．都道   
（省令）  

・報告情報の範囲  
・報告の頻度や方法等（報告内容に変更が生じた場合の報告の方法等を含む）  
・情報の公表方法（インターネット等）  

2．広告規制関係  
（告示〉  

・医療の内容や医療の提供の璃果等に関する事項であって広告可能とするものを規定  
3．入院時の文書交付関係  
（省令）  

■文書交付の方法等の詳細（例：文書交付の適用除外等）  

N  

【医療安全】  

（省令）  

・安全管理体制  
・院内感染制御の体制  
・医薬品の安全管理体制  
・医療機器の保守点検・安全使用に関する体制  
・医療安全支援センターの業務を受託できる者の範囲について規定  

【有床診】  

（政令）  

・有床診療所の一般病床については、大臣協議を要しないものとする。  
（省令）  

・有床診療所について、基準病床数制度の特例的な扱いをするための要件として、へき他における診療所である  
場合等を含める。   

【再教育・行政処分】  

再教育研修の具体的手続  
く政令）  

・手数料  

（省令）  

■研修計画の作成  
・研修終了時の手続  
・研修修了登録証の書換交付・再交付等  



資料1－2  

医療機能情報の公表制度の創設  

（改正医療法第6条の2，第6条の3関係）   

○ 今回の医療制度改革においては、医療に関する情報提供を推進し、患者   
による医療機関の適切な選択を支援するため、医療機能に関する一定の情   
報について、医療機関から都道府県への報告を義務付け、都道府県がそれ   
らの情報を集約し公表する制度を新たに創設することとしている。   

○ この制度の対象となる一定の情報の範囲や、報告・公表の方法等の制度   
の詳細については、今後、パブリックコメント等必要な手続を経て、省令   
において定めることとしている。具体的な手続としては、   
① 一定の情報の範囲については、今夏中に医政局内に検討会を設置し、  

検討を行うこととしている。   

② 報告・公表の方法等制度の詳細については、先日来ご協力いただいて   
いる現在の各都道府県における情報システムの調査を参考にしつつ、ま   
た、今後必要に応じていくつかの都道府県からヒアリングを実施するこ  
ととしている。   

また、こうした検討を踏まえて、別途、本制度の実施要綱を定める予定   
としている。   

○ 本制度の円滑な施行に向け、今後とも、ヒアリングや調査等、様々な機   
会において、各都道府県のご協力をいただきたい。  

－3－   



資料1－3  

医療法人関係  

1．医療法人制度の改革に伴う留意事項  

（1）法施行後に新規に設立される社団医療法人、法施行前に既に設立されている持ち   

分のある社団医療法人で解散時の残余財産の帰属先を定める規定について定款を変   

更する社団医療法人   

○ 盤艶埠癖虞  

捌こと。  

（医療法第44条第4項及び第50条第4項）  

（2）法施行前に既に設立されている持ち分のある社団医療法人   

○ 解革時の残余財産姉とする経過  

措置にキサ準晦行後も存続す急こと。（医療法附則第10条第2項）  

（3）特別医療法人   

○ 旧医療法第42条第2項及び第3項並びに第6‡4‡条十の十†之の規定が働  

すること。（医療法附則第8条）   5年間」  

（注）既存の特別医療法人が、社会医療法人の要件を満たすことなく施行日から5  

年間が経過した場合には、「持分の定めのない医療法人」として取り扱われ、収  

益業務が行えなくなる。  

（4）特定医療法人   

○ 社会医療法人の税制改正要望と関係することから、今後の在り方については現  

時点のところ未定。  

2．その他改正事項  （1）医療法人咄と上   
土定理定を明確化したこと。（医療法第42第1項本文）  

（2）医療猿人牟附帯業凄を拡大したこと。（医療法第42第1項第7号、第8号）   

○ 社会福祉法における第一種社会福祉事業、第二種社会福祉事業のうち厚生労働  

大臣が定めるものを実施することが可能   

○ 老人福祉法における有料老人ホームを設置することが可能  

（3）社会翻したこと。（医療法第42条の2）  

（4）医療法人の管理体制・決算、社会医療法人債等に関する規定が追加されたこと。  

3．今後のスケジュール  

（1）政省令、告示、通知等を年度内に発出する予定  

（2）都道府県での業務では、   

○ 施行棚変更琴可（医療法附則第9条）   
○ 社会昼餐猿人哩開催革必要  

（医療法第42条の2第2項）  

－4－   



資料1－4  

看護職員確保対策について   

＜附 帯 決 議＞  

十五 医療の高度化、チーム医療の推進、安心■安全の医療の確保など、  
医療をめぐる状況の変化や国民のニーズを踏まえ、質の高い医療従事  
者を育成するために、教育や研修の在り方について必要な検討を行う  
こと。また、医療従事者によるチーム医療の推進を図り、関係府省の  
連携の下、総合的な医療従事者確保対策について検討すること。特に、  
医療の現場において看護師の果たす重要な役割にかんがみ、大学教育  
の拡大など教育期間の延長を含めた看護基礎教育の在り方について検  
討するとともに、医療一介護提供体制の見直しに伴い必要となる看護  

職員を確保す  るために、離職防止対策やナースセンター事業の推進を  

はじめとした看護職員確保対策を講ずること。  

○ 看護職員確保対策については、従来より、看護師等の人材確保法等に基   
づき、養成力の確保、離職の防止、再就業等の総合的支援を行ってきてい   
るところである。各都道府県においても、看護職員確保対策について、引   
き続き推進願いたい。   

○ 第六次看護職員需給見通しの作成に際しては、各都道府県毎に実態調査   
を行ったが、看護職員確保対策については、この実態調査を通じて把握し   
た看護職員の業務や勤務条件を分析、活用して現場の実態に即したものと   
する必要がある。また、需給見通しは、関係団体などが参加した検討の場   
で作成されたことから、看護職員の確保については、こうした関係機関と   
の協力体制のもと、推進することが効果的と考えている。   

○ 都道府県ナースセンターについては、看護師等の確保を困るために必要   
な業務を行うこととされているが、各都道府県の状況をみると、ナースセ   
ンター事業実施要綱で定めてある看護職員確保対策連絡協議会が未設置で   
あったり、また、同協議会の構成メンバーにハローワークや医師会等が参   
加していない等の差がみられる。こうした取組みの違いと就業者数の伸び   
には、一定程度相関する傾向も見受けられるので、各都道府県においては、   
今後、更に、ナースセンター事業の支援に努め、看護職員確保対策を推進   
していただきたい。   

○ 地域において安心・安全なお産ができる体制を確保する上では、産科医   
師との適切な役割分担・連携の下、正常産を扱うことができる助産師を活   
用する体制の整備を進めることが重要であると考えている。また、限られ  
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助産師の活用及び助産所の連携医療機関の確保について  

＜附 帯 決 議＞   

十三 安心して出産できる体制の整備を進めるため、地域における産科医療の  

拠点化・システム化を図るとともに、助産師の一層の活用を図ることまた、  

母と子の安全のため、助産所の連携医療機関が確実に確保されるよう努め  

ること。  

○ 地域において安心・安全な出産ができる体制を確保する上で、産科医師との適   

切な役割分担・連携の下、正常産を扱うことのできる助産師や助産所を活用する   

体制の整備を進めることが重要である。このため、本年度都道府県委託事業とし   

て、助産師の産科診療所での就業を促進する「助産師確保総合対策事業」を創設   

したところであり、実施方よろしくお願いいたしたい。  

○ また、限られた医療資源を活用するため周産期医療の集約化■重点化が必要で   

あり、この観点からも助産師を活用することが重要であると考えている。助産師を   

活用する例として、別紙のような事例があり、今後地域の事情に応じた周産期医   

療体制の整備を進める中で、これらの事例を踏まえて活用を進めていただきた   

い。  

○助産所におくこととされている嘱託医師については、助産所助産師と連携して健   

やかなお産に導く役割が期待されていることから、産科の医師とする予定（省令）。   

その上で嘱託医師では十釧こ対応できない場合の後方支援として、連携する病   

院または診療所を確保することとしている。  

○嘱託医師は嘱託医療機関の医師を嘱託医師とすることも可能であること、また、   

医療機関については、①産科を有し、24時間の対応ができること、②24時間体制   

う新生児の対応ができることを要件とする予定である。  

○ 嘱託医師、医療機関の確保に向け、産科医療に携わる医療関係者等に周知を   

図り、協力を求めるとともに、都道府県においても周産期医療協議会や地域医療   

対策協議会などにおいて地域の実情を踏まえた取り組みを検討いただきたい。  

ー6－   



産科医療集約化等の中での助産師を活用した主な例  
岩手県立病院   杏林大学医学部付属病院  日赤医療センター  

モデル Ⅰ   モデル Ⅱ   モデル Ⅰ   モデル Ⅱ   

「助産師外来」の開設   ◇「月力産外来」の開設   ◇近隣の産科をもつ自治  ◇医療センターの助産師  ◇医療センター助産師に  

助産師の             一業務範囲   一業務範囲   体立病院に助産師を1年  が地土或の助産所での日常  よる訪問ケアを含めた－   

活用方法   ・正常に経過してし ・単胎児で合併症がない  聞出向  ケアと医療センターの連  

． 

携   

象に、妊婦健診、母乳相  象に、妊婦健診後、助産診   ・出向先の病院におけ  

談を実施する。   断をした上で情報提供と保  

健指導を実施する。  

・妊娠36週以降の内診   

助産師が医師と役割分担  助産師が助産診断をした結  出向した助産師は、分娩  一日常ケアは且む産所   一目常ケアは医療セン  

しながら自律し、病院等  栗、超音波検査、薬剤処方  件数の多く、産科医師・  一節目健診は医療セン   タ一助産師が訪問にて実  

の施設において正常な妊  などが必要と判断した場合、  助産師の配置が少ない白  ター   施  

産矧こ限り助産師が中心  医師が診察する。   治体病院にて、助産師と  一退院後のケアは助産所  一節目健診は医療セン  
役割分担                                               となり責任を持って妊婦  しての臨床経験を積みな  タ一にて助産師が立ち会  
の概要  

健診や保健指導等を行う。  がら、地域の産科医療に  い実施  

貢献する。  
一退院後のケアは医療セ  

ンタ一助産師あるいは助  

産所に引き継ぐ   

分娩は医師が担当   正常分娩は助産師  開業助産師が医療セン   医療センターの担当助産  

出産時の  ーいざというときには、産  タ一にて立会い、可能な  

ケア  科医や小児科医が院内にい  ら直接介助   

て直ちに駆けつける。  

実施可能な県立病院から  一平成16年から実施   －2年前から助産師のス  妊婦が自ら選んだ開業助  産婦の通8完時間、侍ら時  

備考  指針に沿って順次開設予  －1人に30分の枠   キルアップも目的として  産師のケアを受けながら、  闇が減少、助産師と家族  
定   一助産外来受診者は1ケ月  開始した   施設へ継続した分娩が可  

に40－90件  的な雰囲気での分娩が可  

厚生労働省医政局看護課調べ，2006年5月   



資料1－6  

地域医療支援病院の業務報告について公表を行う仕組みの  

導入に？いて  

（改正後医療法第12条の2関係）  

○ 今回の医療制度改革においては、医療法の一部改正を行い、地域医療支   

援病院において医療を受ける者が診療報酬制度上の加算措置による負担   

を負っていることIこ鑑み、地域住民からのチェック機能が働くような仕組   

みにするという趣旨から、毎年地域医療支援病院から提出される業務報告   

について、都道府県知事が公表を行う仕組みを設けたところ。   

○ この公表制度については、経過措置を設け、平成19年4月1日以前に   

提出された業務報告書について公表の対象とはせず、平成19年4月1日   

以降に提出された業務報告書について公表の対象とすることとしている。   

○ 公表の方法等に係る関係省令は、今後施行に向けて定めていくこととし   

ているが、各都道府県におかれては、平成19年10月に提出される業務   

報告（平成18年度分）より適切に公表が行われるよう、本制度について   

充分ご了知いただき円滑な施行に向けた準備を御願いしたい。  
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資料1－7  

診療所の療養病床以外の病床に関する経過措置について  

（改正医療法附則第3条）   

○今回の医療制度改革における医療法の一部改正においては、有床診療所の   
これまで果たしてきた役割や今日提供している医療の状況等を踏まえ、有   

床診療所の療養病床以外の病床に係る48時間の入院期間制限規定を廃止   

し、医療計画の基準病床数制度の対象とする等の改正を行い、平成19年   
1月1日より施行することとしている。   

○本改正については、以下の経過措置を定めているところであり、各都道府   

県におかれては、その趣旨及び内容を十分ご了知の上、円滑な施行に配慮  
敵いたい。   

【経過措置の概要】   

（1）診療所の療養病床以外の病床であってその構造設備について平成19  

年1月1日前に、医療法第27条に規定する使用許可に係る許可証の交  

付を受けたもの（既設の診療所の療養病床以外の病床も含む。）につい  
ては、同日において改正後の医療法第7条第3項の規定に基づき診療所  

の一般病床の設置に係る都道府県知事の許可を受けたものとみなす。  

（2）次に掲げる病床については、平成19年1月1日時点で未だ開設がさ   

れていないものであるため、改正後の医療法第7条第3項に基づく都道   

府県知事の許可を受ける必要があるが、その場合においても、当該病床   

については、当該病床が病床過剰地域に存在する場合でも、改正後の医   

療法第30条の7の規定に基づく都道府県知事の勧告の対象とはしな   

いこととする。   

イ 平成19年1月1日前に改正前の医療法第7条第1項又は第2項の   

規定により行われた診療所の開設の許可又は病床数の変更の許可の申   

請に係る診療所の療養病床以外の病床（既に医療法第27条の規定に   

基づく使用許可が行われたものについては、（1）の経過措置の対象   

となる。）  
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口 平成19年1月1日前に建築基準法（昭和25年法律第201号）第   

6条第1項（同法第87条第1項において準用する場合を含む。）の規   

定により建築主事が建築確認の申請書を受理している診療所の療養病床   

以外の病床 

のについては、（1）の経過措置の対象となる。）   

（3）（1）及び（2）の病床（（4）において「特定病床」という。）   

については、平成19年1月1日から政令で定める日までの間は改正   

後の医療法第7条の2第1項及び第2項に規定する既存の一般病床   

の数に含まれないものとする。   

（4）特定病床は、この法律の施行の日（以下「施行日」という。）から前   

項の政令で定める日■までの間は、改正後の医療法第7条の2第3項に規   

定する既存の一般病床の数に含まれないものとする。  
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資料1－8  

臨床修練制度について  

○臨床修練制度の趣旨は、医療研修を目的として来日する外国医師又は外国歯科医   

師が研修において診療を行うことができる途を開くことにより、その目的を十分   

に達成することができるよう、医師法第17条及び歯科医師法第17条の特例等   

を設け、我が国が、医療分野における国際交流の進展と発展途上国の医療水準の   

向上に一層寄与することを目指すものである。  

○今回の医療制度改革では、この臨床修練制度の対象職種に外国看護師、外国救急   

救命士等の13職種を追加したところであるが、この改正は対象職種の拡大のみ   

を目的としたものであり、制度の趣旨や、許可の対象となる入国目的（医療に関   

する知識及び技能の修得を目的として入国すること）、臨床修練指導医による実地   

の指導監督等の基本的な制度の仕組みは従前のとおりとしている。  

○ このため、臨床修練制度が、制度の趣旨を逸脱して、医療従事者の確保のための   

対策として活用されることや、低賃金・劣悪な労働条件の下での労働につながるこ   

とのないよう、臨床修練制度の趣旨や今回の改正の目的、内容等について、貴管下  

医療機関に対する周知等をよろしくお願いする。  
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臨床修練制度の見直しについて（対象資格の拡大）（外国医師等の臨床修練法）  

現在、外国人医師・外国人歯科医師のみを対象としている臨床修練制度について、新たに外国人看  

護師・外国人救急救命士等も制度の対象に加える。   

≪臨床修練制度の概要≫  

～外国人看護師等が以下の要件を満たす場合～  

① 入国目的が医療に関する知識・技能の修得であること   

② 業務に必要な知識一枝能を有すること   

③ 3年以上の実務経験を有すること   

④ 臨床修練に支障のない程度に日本言吾や英語等を使用す  

る能力を有すること   

⑤ 患者に与えた損害賠償能力を有すること   

⑥ 外国において業務停止処分等を受けていないこと 等  

○ 左記の要件に該当する者が、①～③の条件を満   

たせば、我が国の免許を取得しなくとも、各資格   

の業務（看護業務等）を行うことが可能となる。   

① 厚生労働大臣の許可を受けること。   

② 厚生労働大臣が指定する病院で行うこと。  
※ 外囲救急救命士の場合には、救急用自動車等で行う。   

③ 指導者の指導監督の下に行うこと。   



資料1－9  

薬局について  

○ 今回の医療法改正では、薬局を医療提供施設として位置付けることとした（医   

療法第1条の2第2項）。これは、近年では直薬分業率が50％を超え、地域   

における医薬品等の提供に当たり、薬局がこれまでにも増して重要な役割を果   

たしていることから、医療提供施設に位置付けることで、薬局に対して、調剤   

を中心とする質の高い医療サービスを提供し、地域医療に貢献する責務を求め   

たものである。  

医療法第1条の2 （略）  

2 医療は、国民自らの健康の保持増進のための努力を基礎として、医療を受ける者の意   

向を十分に尊重し、病院、診療所、介護老人保健施設、調脚局その他の医   

療を提供する施設（以下「医療提供施設」という。）、医療を受ける者の居宅等において、   

医療提供施設の機能（以下「医療機能」という。）に応じ効率的に、かつ、福祉サービ   

スその他の関連するサービスとの有機的な連携を図りつつ提供されなければならない。  

○ 医療計画制度の見直しにより、がんなどの疾病や災害医療、在宅医療など、   

事業ごとに医療連携体制を構築することになるが、薬局も地域の実状に応じて、   

医療連携体制の中で必要な医薬品を提供することなど積極的に役割を果たし   

ていく必要がある。（なお、（社）日本薬剤師会では、地域医療に積極的に参画   

していくことなど、今回の改正を踏まえ、薬局・薬剤師が取り組むべき行動計   

画を策定する動きもある。）  

○ また、薬局については、今回の薬事法等の改正において、①都道府県を通じ   

た薬局に関する一定の情報の公表制度、②医薬品等の安全管理体制の整備など、   

医療機関に求められることと同様の措置を講ずるとともに、③調剤を含めた医   

薬品の販売等に当たっての情報提供・相談体制の整備を図ることとしている。  

○ 今後、施行に当たり都道府県で検討する際には、医療機関だけではなく、薬   

局に関することも併せて考慮すべき事項（医療計画や都道府県を．通じた情報公   

表制度など）もあるので、都道府県の医政主管課と薬務主管課が十分連携を図   

りつつ、必要があれば地域の薬剤師会などの関係団体の協力も得ながら対応し   

ていただきたい。  
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（（社）日本薬剤師会において検討中の行動計画）  

‾‾  

‾  
（案） 

芋． ＿  

一 
‥＿＿＿ 

1 医療計画への積極的な参画   

① 休日・夜間における調剤による医薬品等の供給  

会員薬局・薬剤師：支部薬剤師会に協力し、輪番制等の方法による休日・  

夜間における医薬品等の供給を行う。  

支部薬剤師会  ：都道府県薬剤師会の協力及び地方公共団体（医務及  

び薬務主管部局）の理解を得ながら、地域における  

休日・夜間の医薬品等の供給体制を構築する。  

都道府県薬剤師会：地方公共団体（医務及び薬務主管部局）の理解を得  

ながら、支部薬剤師会の取り組みを支援する。  

日本薬剤師会  厚生労働省の理解を得ながら、地域における休日・  

夜間の医薬品等の供給体制構築のための取り組みを  

支援する。  

② 居宅等における医療への参加  

会員薬局・薬剤師：訪問薬剤管理指導業務を通じて在宅医療に積極的に  

取り組む。   

支部薬剤師会  ：都道府県薬剤師会の協力を得ながら、地域医師会等  

との連携のもと、会員薬后・薬剤師が在宅医療に取  

り組み易い環境整備（駐車禁止除外規定車許可の取  

得等）を行う。   

都道府県薬剤師会：支部薬剤師会と連携しつつ、都道府県医師会等との  

連携のもと、会員薬局・薬剤師が在宅医療に取り組  

み易い環境整備（駐車禁止除外規定車許可の取得等）  

を行う。  

日本薬剤師会  会員薬局・薬剤師による取り組みを支援するため、  

①訪問薬剤管理指導に関する啓発資材（地域住民向  

け）の作成と提供、②在宅医療への参加のためのマ  

ニュアルの作成と提供、③「食事・排泄・睡眠・運  

動からみた体調チェックフローチャート（BOOK  

版）」の作成と提供を行う。また、駐車禁止除外指定  

－14－   



車許可について、厚生労働省等の理解を得ながら、  

都道府県薬剤師会等の取り組みを支援する。   

③ 終末期医療への貢献   

会員薬局・薬剤師：麻薬小売業の許可を取得し、医療用麻薬の供給を行  

う。  

支部薬剤師会  ：会員薬局・薬剤師が医療用麻薬を供給し易い環境整  

備を行う。  

都道府県薬剤師会：会員薬局・薬剤師が医療用麻薬を供給し易い環境整  

備を行う。  

厚生労働省や医薬品関係企業の理解を得ながら、都  

道府県薬剤師会等の取り組みを支援する。  

日本薬剤師会  

④ 災害時における医薬品供給体制の整備   

会員薬局・薬剤師：支部薬剤師会・都道府県薬剤師会が地方公共団体と  

連携して行う災害時における医薬品供給体制の整備  

事業に協力する。  

都道府県薬剤師会とともに地方公共団体と連携し、  

災害時における医薬品供給体制の整備事業に取り組  

支部薬剤師会  

む。  

都道府県薬剤師会：支部薬剤師会とともに地方公共団体と連携し、災害  

時における医薬品供給体制の整備事業に取り組む。  

「薬局・薬剤師の防災マニュアル」を見直すなど都道  

府県薬剤師会等の取り組みを支援する。  

日本薬剤師会  

2 薬局機能に関する情報の開示  

3 薬局における安全管理体制等の整備  

4 調剤に当たっての情報提供・相談体制の整備  
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資料1－10  

療養病床の再編成に伴う医療法施行規則の見直しについて  

○ 今回の医療制度改革においては、介護保険法の一部改正を行い、社会的   

入院の是正を図り、患者の状態に応じた施設の役割分担を推進する観点か   

ら、介護療養病床の廃止を行うこととしたところである。   

○ これを受け、「医療法施行規則の一部を改正する省令」（平成18年厚生   

労働省令第133号。）により、医療法施行規則（昭和23年厚生省令第5   

0号）の一部を改正し、改正省令については、平成18・年6月30日に公   

布され、同年7月1日から施行されたところ。   

○ 改正省令においては、   

①「療養病床は長期にわたり療養が必要な医療必要度の高い患者を受け入  

れる病床」との位置付けを医療法の体系上で明確化する観点から、療養  
病床の看護師等の人員配置標準について引き上げを行う。   

②療養病床から介護老人保健施設等への円滑な転換を進める観点から、医  
療法施行規則において、人員配置標準を緩和するなどの経過的類型を創  

設する。   

等の改正を行っている。   

○ この改正は、平成18年7月1日より施行されたところであるので、各   

都道府県においても改正の趣旨及び内容を十分ご了知いただき、制度の円   

滑な施行を御願いしたい。（参照：医政発0630015号 各都道府県知   

事宛「医療法施行規則の一部を改正する省令の施行について」）  
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